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The purpose of this article is to overview of research on critical incident stress of police officers. 
Based on prior resrach, we discuss four perspectives. (1)The possibility of probable PTSD prevalence 
among police officers who engaged in disaster relief is 10%. (2)Police officers who angaged in disaster 
relief cannot recover their critical incident stress spontaneously over time. (3)There are few studies 
on critical incident stress of Japanese police officers. (4)There are few researches on organaizational 
measures to the critical inscident stress of police officers. Further research in this area should 
investigate the critical incident stress of police officers in various disasters and accumulate knowledge 
to promote care for police officers from critical incident stress. 
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はじめに

近年の日本では，大規模な地震，台風や大雨によ
る水害及び土砂災害，火山噴火災害等，多数の死者
や家屋の損壊等の被害をもたらす自然災害が頻発し
ている。これらの災害に際し，警察官や消防官，自
衛官等の救援者は命がけで救援活動に従事する。
1995年の阪神・淡路大震災以降，災害被災者等の心
的 外 傷 と し て PTSD（Posttraumatic Stress 
Disorder）が広く知られるようになったが，同時に
救援者も心的外傷を負うことが日本においても徐々
に知られるようになった。阪神・淡路大震災以降，
消防や自衛隊では組織的な惨事ストレス対策が推進
されてきた。しかし，約29万人の職員を擁する日本
の救援組織では最大規模の警察において，組織的な
惨事ストレス対策は東日本大震災以降に本格的に実

施されるようになった（藤代，2013）。本論文では，
警察官の惨事ストレスに関する研究の動向を明らか
にし，我が国における警察官の惨事ストレス研究の
基礎となる知見を提供することを目的とする。

₁ ．惨事ストレスの定義

警察官等の職業救援者が職務により災害や事故等
の対応を行った結果生じる外傷性のストレス反応
は，「惨事ストレス」（critical incident stress）と呼
ばれる。“critical incident stress”とは，「臨界事態・
緊急事態におけるストレス」の意味であるが，東京
消防庁（2000）が職員のケア活動のための手引を作
成した際に，「惨事ストレス」という訳語を与え，
日本で定着するに至っている。
惨事ストレスとは，災害や事故等の悲惨な状況に
おいて活動したり，状況を目撃したりした人が，活
動・目撃中やその後に起こす外傷性ストレス反応と
定義される（松井，2009）。警察官等の救援者は職連絡先：✉ ymatui@human.tsukuba.ac.jp（松井　豊）
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業的訓練を積んでおり，一般市民と比べると様々な
状況における対処能力が高くなっているが，対処可
能なレベルを超えた状況における活動に従事した結
果，外傷性ストレス反応が生じることがある（重村
他，2012）。重村（2012）は，惨事ストレスを経験
しうる職種として，消防官，警察官，海上保安官，
自衛隊員・軍隊員，医療・福祉関係者，行政職員，
遺体関連業務従事者，救援ボランティアを挙げてい
る。
職業救援者が惨事場面において活動した後に経験
する惨事ストレス反応として，Everly & Mitchell
（1997）は，パニック，抑うつ，軽躁状態，急性ス
トレス障害，外傷後ストレス障害，悲嘆・死別反応
を挙げている。
このように，警察官は危険な職務を遂行したこと
により，PTSD に罹患する危険性がある。この
PTSDの診断基準として広く用いられているものに
米国精神医学会による DSM-5（精神疾患の診断・
統計マニュアル第 5版）（American Psychiatric 
Association, 2013）がある。DSM-5による PTSDの
診断基準の中には「外傷体験への暴露」が含まれ，
「心的外傷的出来事の強い不快感を抱く細部に，繰
り返しまたは極端に曝露される体験をする（例：遺
体を収集する緊急対応要員，児童虐待の詳細に繰り
返し曝露される警察官）」と定義されている。この
基準の「注」として ,「仕事に関連するものでない
限り，電子媒体，テレビ，映像，または写真による
曝露には適用されない」と示されている。すなわち，
職業上の曝露体験であれば，間接曝露も含まれてい
る。さらに，DSM-5における PTSD「診断的特徴」
として，直接ではなく目撃された出来事として，事
故や災害が含まれている。DSM-5に示されている
PTSDの「有病率」の項では，「PTSDの発症率は，
退役軍人や，その他の心的外傷的な曝露の危険を増
加させる職業についている人でより高い（例：警
官，消防士，救急医療スタッフ）」とされている。
このように，PTSDの診断に必要となる外傷的出来

事として警察官を始めとした職業救援者の活動が含
まれており，警察官の活動は PTSDを発症するリ
スクのある外傷的体験とされる。

PTSD以外に警察官が職務遂行により罹患する可
能性がある症状として，急性ストレス障害（ASD），
バーンアウト（燃え尽き症候群）（Vuorensyrjä & 
Mälkiä, 2011），うつ病（Wisnivesky et al., 2011）が
挙げられる。

₂ ．警察官の惨事ストレスに関する研究の概観

警察官の惨事ストレスに関する研究の動向を明か
にするため，本節では， 海外及び日本における研究
を概観する。そして，確認した研究動向を踏まえ，
3 節から 5節で対応事案別の警察官の惨事ストレス
に関する研究， 6 節で警察官の惨事ストレスのケア
に関する研究を概観する。

海外における警察官の惨事ストレスに関する研
究の概観
海外における警察官の惨事ストレスに関する研究
状況を確認するため，オンラインのデータベース検
索を行った。データベースは，海外文献検索には
PsycINFO及びMEDLINEを用い，国内文献検索に
は CiNiiを用いた。海外文献検索では，キーワード
に「police」及び「critical incident stress」，「police」
及び「stress」がそれぞれ含まれる査読付き論文と
した。なお，関連語句も含む検索条件とした。検索
対象期間は1986年から2015年12月までとした。検索
日は2015年12月19日であった。
「police」及び「critical incident stress」の条件では，
57件が抽出され，そのうち警察官の惨事ストレスに
関する研究論文は25件であった。論文数が少ないこ
とから，警察官のストレスに関する研究に検索対象
を広げ，改めて文献検索を実施した。「police」及び
「stress」の条件では，479件が抽出された。研究内
容別の状況を Table 1に示す。

Table 1
「police」×「stress」で抽出された文献の内容

内容 文献数 比率（％）
警察官の職務ストレス
警察官の惨事ストレス
警察官のストレス対処
警察官の PTSD症状
警察官の職場環境ストレス
その他

218
88
80
64
13
16

45.5
18.4
16.7
13.4
2.7
3.3
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「police」及び「stress」の条件で抽出された479件
の研究内容別の年次推移を，Figure 1に示す。同領
域の研究は2002年以降に総件数が増加していた。こ
れは，2001年 9 月11日に発生した米国同時多発テロ
事件の業務に従事した警察官の惨事ストレスに関す
る研究と，警察官の職務ストレスに関する研究が増
加したためであった。
次に，警察官の惨事ストレスに関する88件の研究
の内容について，それぞれの文献を確認した。なお，
一部は要約を確認した。その結果を Table 2に示す。
特定の事案以外の惨事ストレス反応に関する研究が
23件（26.1％）と最多であった。特定の事案以外の
惨事ストレス反応に関する研究とは，研究協力者に
対し，これまで経験した惨事体験として交通事故，
殺人事件，自然災害といった警察官が通常取り扱う
事案を複数の選択肢の中から選ばせ，その惨事体験
後に，惨事ストレス反応である PTSD等の症状や
有病率，PTSDを緩和する要因について研究すると
いう手続きを指す。
2001年 9 月に発生した米国同時多発テロの対策業
務に従事した警察官を対象とした大規模調査のデー
タに基づいた研究は16件（18.2％）であった。また，
警察官の惨事ストレスのケアとして用いられてい

る，惨事ストレスデブリーフィング（CISD）の効
果研究も16件（18.2％）あった。CISD以外の惨事
ストレスケアの効果研究は 7件（8.0％）あった。
その他，地震やハリケーン等の自然災害等後の惨事
ストレス反応に関する研究が 6件（6.8％），航空機
事故の対応後の惨事ストレス反応，児童ポルノ捜査
員の惨事ストレス反応，遺体取扱い後の惨事ストレ
ス反応に関する研究が各 4件（4.5％）あった。
このように，警察官の惨事ストレスに関する研究
を概観した結果，惨事とされる外傷的出来事につい
ては，過去の職務で体験した外傷的出来事を想起さ
せるという手続きで把握する形式が多かった。特定
の外傷的出来事に関する研究としては，米国同時多
発テロ事件に関する研究が，最多であった。自然災
害の対策業務に従事した警察官の惨事ストレスに関
する研究は， 6 件にとどまった。航空機事故の対策
業務に従事した警察官の惨事ストレスに関する 4件
の研究は，1992年にアムステルダムのスキポール空
港から離陸したイスラエルのエル・アル航空の貨物
機がアムステルダム郊外の高層アパートに墜落し，
乗員乗客 4名とアパート住人39名が死亡した事故に
出動した警察官や消防官を対象としたものであっ
た。

 Figure 1.　“police”及び“stress”で抽出された文献数の推移。
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第 3節以降では，警察官の惨事ストレス研究の対
象事案として，特定の事案で最多であった米国同時
多発テロ事件，次に自然災害，その他の事案に関し，
警察官の惨事ストレス研究を紹介する。

日本における警察官の惨事ストレスに関する研
究の概観
日本国内における警察官の惨事ストレス研究の状
況を明らかにするため，CiNiiにおいて，「警察」及
び「ストレス」を条件に査読論文の検索を行った。
検索対象期間は1986年から2015年12月までとした。
検索日は2015年12月19日であった。 検索結果を
Table 3に示す。警察官の惨事ストレスに関する研
究は 2件のみであり，うち研究論文は，1 件（藤代，
2013）であった。藤代（2013）は，東日本大震災の
被災地の警察署長等の幹部職員における惨事ストレ
スの発生過程を検討した。その結果，発災から約 6
か月経過した後に遅発性の惨事ストレスが生じるこ
とが明らかにされた。なお，検索結果では警察官の
二次受傷に関するものが全18件中77.8％と最多であ
り，内容は，犯罪被害者支援に従事した警察官の二
次受傷に関する研究であった（上田，2006，2010，
2011）。
このように，日本の警察官の惨事ストレスについ
てはほとんど研究がなされていないことが明らかに
なった。

₃ ．米国同時多発テロ事件の対策業務に従事 
した警察官の惨事ストレスに関する研究

3 節から 5節では，警察官の惨事ストレスに関す
る研究のうち，多くの研究がなされていた事案別に
分けて研究動向を概観する。 3 節では，特定の事案
の活動による惨事ストレスとしては最多であった，
米国同時多発テロ事件の救援活動に従事した警察官
の惨事ストレスに関する研究を概観する。
米国同時多発テロ事件2001年 9 月11日に発生した
米国同時多発テロ事件では， 4 つの飛行機がテロリ
ストによりハイジャックされ，ニューヨーク州の世
界貿易センタービルに 2機の旅客機が激突した。こ
の無差別テロ事件の犠牲者は，2012年 2 月25日の米
国当局発表によると，ハイジャックされた旅客機の
乗員・ 乗客を含め，3,062名に上った（外務省，
2002）。なお，この犠牲者数には，救助活動に従事
した消防官343名と警察官60名が含まれている
（Farfel et al., 2008）。

Perrin et al.（2007）は，同事件の救援者28,692名
を対象とした研究において， 17項目から構成される
PTSD症状のスクリーニングである「PTSD症状
チェックリスト（PTSD symptom check list）」を用
い，救援者のPTSDの発症率を調査した。その結果，
発生から 2年から 3年が経過した時点で，3,925名
の警察官のうち7.2％に PTSDの罹患の疑いがあっ

Table 2
警察官の惨事ストレスに関する研究の文献

内容 文献数 比率（％）
特定の事案以外の惨事ストレス反応
米国同時多発テロ事件の惨事ストレス反応
ディブリーフィングによる惨事ストレスケアの効果研究
ディブリーフィング以外の方法による惨事ストレスケアの効果研究
自然災害対応後の惨事ストレス反応
航空機事故の対応後の惨事ストレス反応
児童ボルノ事案捜査員の惨事ストレス反応
遺体取扱い後の惨事ストレス反応
発砲事件対応後の惨事ストレス反応
その他

23
16
16
7
6
4
4
4
3
5

26.1
18.2
18.2
8.0
6.8
4.5
4.5
4.5
3.4
5.7

Table 3
「警察」×「ストレス」で抽出された日本の文献の内容

内容 文献数 比率（％）
警察官の二次受傷
警察官の惨事ストレスに関する総説
東日本大震災の業務に従事した警察官の惨事ストレス

14
2
2

77.8
11.1
11.1
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た。Wisnivesky et al.（2011）は，同事件の救援活
動に従事したニューヨーク市警察の警察官の長期コ
ホート研究を行った。PTSD症状チェックリストを
用いて測定した結果，PTSDの生涯有病率について，
1 年後は2.5％， 2 年後も2.5％， 3 年後は4.0％， 4
年後は4.6％， 5 年後が5.7％と増加し， 9 年後には
9.3％となっていた。PTSDの時点有病率は， 2 年
後が0.1％， 3 年後は 0％， 4 年後は1.8％， 5 年後
が0.8％， 6 年後が0.8％， 7 年後が0.4％， 8 年後が
1.8％， 9 年後には1.0％となっていた。なお，うつ
病とパニック障害の時点有病率は，発生から 4年後
が最多になっており，それぞれ1.4％，1.5％であっ
た（Wisnivesky et al., 2011）。
このように，世界貿易センタービル同時多発テロ
事件の救援活動に従事したニューヨーク市の警察官
の PTSD，うつ病及びパニック障害の時点有病率は，
発生から 4年後が最多となっていた。また，PTSD
については， 8 年後にも 4年後と等しく1.8％が発
症の疑いがあり， 9 年後には1.0％の発症の疑いが
あり，遅発性の PTSDの発症の存在が示された。

Schwarzer, Bowler, & Cone（2014）は，米国同時
多発テロ事件の救援活動に従事した2,943名の警察
官を対象に，事件発生から 2年後及び 5年後に追跡
調査し，惨事ストレスを規定する要因を検討した。
その結果，凄惨な場面への曝露がより強かったこと
が，警察官の惨事ストレスを発生させていたことを
実証した。
以上をまとめると，米国同時多発テロ事件の被害
者の救出救助の活動に従事した警察官において，
PTSDを始めとした惨事ストレスの発症率は，発生
から 9年後では累積で10％程度であり，時間の経過
とともに発症率が高くなっていた。惨事ストレスを
規定する要因として，凄惨な場面への曝露が見出さ
れた。

₄ ．自然災害の対策業務に従事した警察官の 
惨事ストレスに関する研究

4 節では，自然災害の対策業務に従事した警察官
の惨事ストレスに関する海外と日本の研究を概観す
る。

海外における自然災害の対策業務に従事した警
察官の惨事ストレスに関する研究
自然災害の対策業務に従事した警察官を対象とし
た実証的研究を紹介する。Marmer, Weiss, Metzler, 
Heidi, & Foreman（1996）は，1989年に米国カリフォ
ルニア州で発生したロマ・プリータ地震により高速

道路が倒壊するなどにより63名が死亡した災害にお
いて救援活動に従事した警察官や消防官を対象に，
惨事ストレスの調査を行った。PTSDのスクリーニ
ングである「改訂出来事インパクト尺度（IES-R）」
（Weiss & Marmer, 1996）を用いて，発生から 1年
6か月後に測定した結果，149名の警察官の 9％に

PTSDの発症の疑いがあった。PTSD症状を強める
要因は，凄惨な場面への曝露や，活動中の強い恐怖，
惨事への準備の欠如が実証された。

McCanlies, Mnatsakanova, Andrew, Burchfiel, & 
Violanti（2014）は，2005年米国南東部を襲った大
型ハリケーンである「ハリケーン・カトリーナ」に
よる被害者の救援活動に従事した，123名の警察官
を対象に惨事ストレスの緩和要因を検討した。ハリ
ケーン・カトリーナは強風や高潮による甚大な被害
をもたらし， 死者数は1,570名に上った（Kates, 
Colten, Laska, & Leatherman, 2006）。McCanlies et 
al.（2014）は PTSDの疑いのあるハイリスク者の比
率を示していないが，使用した尺度の「PTSD症状
チェックリスト」の市民向けである PCL-C（PTSD 
Checklist-Civilian Version）の平均値は29.5点（得点
の範囲は17～85点）であった。PTSD症状を緩和す
る要因を検討するため，精神的回復力を測定する
「コナー・デビッドソン回復力尺度（The Connor-
Davidson Resilience Scale）や「外傷後成長尺度（The 
posttraumatic growth inventory）」との関連を調べ
た。その結果，PTSD症状の得点は，精神的回復力
が高い者ほど低かったが，外傷後成長とは関連が見
られなかった。

Surgenor, Snell, & Dorahy（2015） は，2011年 2
月に発生し，日本人28名を含む185名が死亡した
ニュージーランドのカンタベリー地震の救援活動に
従事した576名のニュージーランド人警察官を対象
に，発生直後の従事から 1年 6か月後に惨事ストレ
スに関する調査を行った。Surgenor et al.（2015）は，
PTSDの症状の測定として IES-Rを用いたが，惨事
ストレスのハイリスク者の人数や割合を示していな
い。PTSD症状と関連が強かった要因は，否定的な
情動コーピング，凄惨な場面の曝露などであった。

日本における自然災害の対策業務に従事した警
察官の惨事ストレスに関する研究
日本の警察官の惨事ストレスに関する研究では，

阪神・淡路大震災の対策業務に従事した兵庫県警察
官のストレスに関する部内調査（兵庫県警察本部，
1995）が，大規模調査として最初のものである。こ
の調査においては，惨事ストレス状態にある警察官
は皆無と結論されている。しかし，回答した警察官
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は苦しい思いをしたことが，自由記述に書かれてい
た（兵庫県警察本部，1995）。大澤・加藤（2012）は，
兵庫県警察の1,889名の警察官を対象として，阪神・
淡路大震災，JR福知山線脱線事故，東日本大震災
の対策業務という大きな事案と，日常業務で繰り返
される小さな事案に分け，外傷性ストレス反応との
関連に関する調査を行った。その結果，事案の大き
さに関わらず，警察官には惨事ストレスの影響が少
ないことや，大きな惨事事案よりも日常業務で体験
する事案の方から強いストレスの影響を受けている
ことが明らかにされた。
東日本大震災の対策業務に従事した警察官を対象
とした調査研究について，田口（2013）は，東日本
大震災の被災地において救援活動に従事した12名の
警察官を対象とした面接調査を行い，被災地の光景
に圧倒されて情動的体験をしながらも，救助が進ま
ないジレンマを感じながら任務を全うしようとする
意思があったことや，サポーティブな部隊の雰囲気
及び休息により，惨事ストレスに発展しなかったこ
とを見出している。

5 ．その他の対策業務に従事した警察官の 
惨事ストレスに関する研究

5 節では，特定の事案以外に従事したことによる
警察官の惨事ストレスに関する研究の動向を概観す
る。

Berger et al.（2012）は，救援者の惨事ストレス
に関し，2008年 9 月までに公刊された実証的研究を
対象にメタ分析を行った。その結果，28件の研究を
対象とし，そのうち 4件が大規模災害の業務に従事
した警察官を対象とした研究であった。大規模災害
に従事した警察官の惨事ストレスに関する 4件の研
究の対象者数は4,953名であり，PTSDの発症率は
4.7％であった。

Tolin & Foa（1999）は PTSDに罹患した警察官
の治療の結果により，警察官は PTSD等の心理的
後遺症を発症する危険性が高いことを指摘した。
Schutte, Bar, Weiss, & Heuft（2012）は，59名のド
イツ人警察官を対象とした調査研究で 6か月後に
28％の対象者が PTSD状態であったとの結果によ
り，警察官は生命の危険と隣合わせである惨事場面
に繰り返し曝されるため，PTSD等の心理的後遺症
を発症する危険性が高いことを明らかにした。
Komarovskaya et al.（2011）は，米国人警察官400
名を対象に，警察学校入学時から 3年間追跡調査を
行った。その結果，10％の者が業務において被疑者
等を殺害または怪我を負わすという体験をしてお

り，その体験が PTSD症状と抑うつ症状の規定因
となっていたことを明らかにした。

Lee et al.（2016）は，韓国人の警察官112名を対
象に，災害や事故，児童虐待等の外傷的出来事の経
験の有無をたずね，PTSD症状のスクリーニングで
ある IES-R韓国語版，精神的回復力の尺度である
「コナー・デビッドソン回復力尺度韓国語版」，抑う
つの尺度である「うつ病自己評価尺度韓国語版
（K-CES-D）」を用い，惨事ストレスの調査を行った。
その結果，IES-Rのハイリスク者の数や比率は示さ
れていないが，Lee et al.（2016）は，PTSD症状を
示していた者はほとんどいなかったと述べている。
精神的回復力と PTSD症状との間に強い関連があ
り，低い精神的回復力が PTSD症状の要因である
ことが実証された。Martin, Marchand, Boyer, & 
Martin（2009）は，132名のカナダ人警察官を対象
に惨事ストレスの規定因に関する研究を行っている
が，外傷的出来事は特定せず，職務での外傷的出来
事の体験の有無をたずねている。PTSD症状の測定
は，「DSM-Ⅳのための構造化臨床面接」（Structured 
Clinical Interview for DSM-Ⅳ ; SCID）を用い，7.6％
の者が PTSDの診断基準を満たしていた。PTSDの
規定因として，外傷的出来事を体験している時のス
トレスの強さが見出されたが，外傷的出来事自体の
深刻さは PTSD症状との関連はなかった。
警察官が職務上経験する外傷的出来事として，拳
銃関連の事案が挙げられる。Gerson（1989）によ
れば，警察官の惨事ストレスに関する初期の研究と
して，自らの発砲事案後に PTSDを発症した警察
官の心的外傷に関する研究に関する 6件の事例報告
が， 1980年代に米国でなされていた。Gerson（1989）
は，1977年から1984年までの警察官の発砲事案のう
ち重症または死亡に至った事案に関与した62名の警
察官のうち，氏名が判明した46名の中から協力に同
意した37名（男性35名，女性 2名）を対象に，外傷
的出来事の状況や PTSD症状をたずねる半構造化
面接調査を実施した。その結果では，46％が DSM
－Ⅲ（精神疾患の統計と診断基準マニュアル第 3
版）の PTSD基準を満たしており，19％が面接時
にも PTSD 症状が持続しており， 27％が過去に
PTSDの診断基準を満たす状態であった。
警察官が従事する外傷的出来事として遺体を扱う
業務もある。Alexander & Wells（1991）は，1988
年に発生した北海の石油生産プラットフォームであ
るパイパー・アルファの火災事故（従業員167名及
び救助隊員 2名が死亡）の救助活動に従事した警察
官71名の惨事ストレスを調査した。その結果，出来
事インパクト尺度（IES）得点について，遺体安置
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所の活動に従事した警察官48名の点数が，救助活動
に従事した警察官（23名）よりも高かった。また，
Alexander（1993）は，災害被災者の遺体取扱い業
務に従事した警察官のストレスの長期調査を実施し
た。その結果，遺体取扱い業務によるストレスを
「強く感じる」または「感じる」と回答した者は，
発生 3か月後に 3％であったが， 3 年後には 9％に
増加していた。一方，「遺体取扱いのチームに加わ
れて良かった」と「強く感じる」または「感じる」
と回答した者は，発生 3か月後に74％であったが，
3 年後には86％に増加していた。遺体取扱い業務に
よるストレスや遺体取扱い業務に従事した満足度が
経年により増加していたが，「将来，遺体取扱い業
務に就きたくない」と回答した者は 3か月後も 3年
後も 6％と変化はなかった。Alexander & Wells 
（1991）と Alexander（1993）の結果により，警察官
にとって遺体関連業務は惨事ストレスを引き起こす
要因になり得るが，達成感を持つ業務の側面も明ら
かになった。
さらに，警察官の惨事ストレスに関する研究を正
確に行うため，警察官が経験する外傷的出来事の特
定とその深刻度等を測定する研究が行われている。
Weiss et al.（2010）は，「警察官の惨事体験尺度」
（critical incident history questionnaire for police 
officers）を作成し，信頼性と妥当性を確認した。
Weiss et al.（2010） は，米国の大規模警察に所属す
る警察官1,200名を対象に，警察官として経験した
職務上の困難やストレス等の記載を求める調査票を
配布し，719名から有効回答を得た。深刻さの度合
いが高い惨事体験は，高い順に「自分のミスにより
同僚が負傷または死亡」，「同僚が故意に殺害され
た」，「自分のミスにより近くにいた人が負傷または
死亡」，「同僚が偶発的に死亡」であった。「同僚が
故意に殺害された」体験を 1回でも有する者は21％
に上っていた。この研究では，惨事場面への曝露の
累積が PTSDの現在症状の決定因子であることが
実証された。

₆.　警察官の惨事ストレスのケアに関する研究

6 節では警察官の惨事ストレスのケアに関する研
究動向を概観する。警察官の惨事ストレスを緩和す
る要因に関する研究を概観した後，組織的な惨事ス
トレス対策としてのグループ・ミーティング（デブ
リーフィング）に関する研究を概観する。

惨事ストレスを緩和する要因に関する研究
Stephens & Long（2000）は，ニュージーランド

の警察官527名を対象とした調査により，幹部職員
からの仕事に関連のないコミュニケーションが，同
僚とのコミュニケーションよりも，外傷性ストレス
の緩衝要因になっていたことを明らかにしている。
Martin et al.（2009）は，132名のカナダ人警察官を
対象に惨事ストレスの規定因に関する研究を行っ
た。調査の結果，PTSDを緩和する要因としては，
同僚からの知覚されたソーシャル・サポートが最も
強く，上司からの知覚されたソーシャル・サポート
が次に強かった。Yuan et al.（2011）は，警察学校
に入校したばかりの233名の警察官を 2年間追跡調
査し，警察官が職務上の経験により PTSD症状を
有した場合の PTSD症状を緩和する要因を検討し
た。その結果，自尊感情とソーシャル・サポートが
PTSD症状を緩和していた。ただし，ソーシャル・
サポートの提供者については検討されていなかっ
た。

Clark-Miller & Brady（2013）は，811名の米国人
警察官を対象に，信仰心が惨事ストレスを緩和する
かどうかを検証した。その結果，信仰心が低い警察
官は惨事ストレスにコーピングし，信仰心が強い警
察官は惨事ストレスを経験していた。Clark-Miller 
& Brady（2013）は，信仰心が強い警察官が，ある
がままの状態を受け入れようとしていたために惨事
ストレスを経験していたと考察した。

Schwarzer et al.（2014）は，米国同時多発テロ事
件の救援活動に従事した2,943名の警察官を対象に，
惨事ストレスを緩和する要因を検討した。その結
果，家族や職場からのサポートを受けていると感じ
ていることが，惨事ストレスを緩和していた。

Arnetz, Nevedal, Lumley, Backman, & Lublin 
（2009）は，スウェーデン人の警察官37名を対象に，
惨事ストレスの予防プログラムを受講させた後に，
強盗事件に臨場するという事件場面に遭遇させた際
のストレス低減状態を測定する実験を行った。統制
群として，プログラムを受講しない38名の警察官が
設定された。質問紙法と血液検査により惨事ストレ
スの予防プログラムの効果を検討した結果，プログ
ラムを受講した警察官は，統制群と比して，精神健
康 調 査 票12項 目 版（The 12-item General Health 
Questionnaire; GHQ-12）（Goldberg, 1978） では精
神的健康が増加し，睡眠の問題が減少していた。

惨事ストレスのケアのためのグループ・ ミー
ティング（デブリーフィング）や面接に関する
研究
実践的な惨事ストレス対策であるグループ・ミー
ティング（debriefing）に関する研究を概観する。
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惨事ストレスへのケアの方法として，「緊急事態
ストレス・マネージメント」が提唱され，同一活動
に従事した同一機関の救援者に対する小グループ形
式のミーティング（デブリーフィング）が実践され
て き た（McCammon & Allison, 1995; Mitchell & 
Everly, 2001）。デブリーフィングは，事案発生後間
もない時期に，それぞれが体験したことや考えたこ
と，感情等を語り，外傷性ストレスを予防しようと
する方法である。英国の首都警察における惨事スト
レス対策では，大事故等が発生した場合，援助デス
クを設け，デブリーフィングの必要性を検討し，活
動要請があってから42時間から72時間後に外傷支援
デブリーフィング（trauma support debriefing）が
実施される。デブリーフィングでは，参加者に対し，
正常な生活が続くことを強調するノーマライゼー
ションを行い，自身が大丈夫であるという感覚を持
たせるようにしている（松井・井上・畑中・立脇，
2006）。

Leonard & Alison（1999）は，拳銃発砲事案に関
わったオーストラリア人警察官60名を対象に， 2 グ
ループに分け，ケアとしてデブリーフィングを実施
した群と実施しなかった群において，怒り等の感情
やストレス対処の差を検討した。その結果，デブ
リーフィングを実施した群において，怒りの感情が
有意に減少し，ストレス対処の程度が向上してい
た。Carlier, Voerman, & Gersons（2000）は，外傷
的出来事を体験したオランダ人の82名の警察官を対
象に，出来事の発生から24時間後， 1 か月後， 3 か
月後にデブリーフィングを実施した。外傷的出来事
は，遺体の取扱い，同僚の殉職または負傷が多かっ
た。統制群として外傷的出来事を体験していない72
名の警察官が設定された。質問紙法による調査の結
果， 3 回のデブリーフィングに全参加者が満足して
いた。デブリーフィングに参加した警察官は，参加
しなかった統制群と比して，24時間後のデブリー
フィングの参加により不安と回避症状がより減少し
ていた。しかし， 6 か月後のデブリーフィングにつ
いては，参加群と統制群との間に不安や外傷性スト
レス反応の差は見られなかった。Carlier et al.
（2000）は，デブリーフィングの効果に対して影響
を及ぼす要因として，外傷的出来事の種類や解離体
験，ソーシャル・サポート，既往歴，過去の外傷体
験を検討し，分析したが，デブリーフィングの効果
に影響を及ぼす要因は見出されなかった。
米国警察の組織的な惨事ストレスケアの方法につ
いては，1990年代から中央連邦捜査局（FBI）が
FBI職員を対象として実施している組織的な惨事ス
トレスプログラムが挙げられる（McNally & 

Solomon, 1999）。FBIの惨事ストレス対策プログラ
ムは，惨事の対策業務に従事した警察官に対して直
後から適時適切なケアを提供するという主眼のも
と，以下の取り組みから構成される。すなわち，イ
ンフォーマルな小集団または個人面接を惨事の対策
業務従事後数時間のうちに実施するデフュージン
グ，構造化されたグループ・ミーティングにおいて
職員の体験や感情をノーマライズすることを目指し
て，従事後24時間から72時間以内に実施する惨事ス
トレス・デブリーフィング。仲間同士の支え合い，
家族への支援，幹部への支援，専門機関へのリ
ファー，EMDR（眼球運動による認知再処理法）等
を用いた心理支援，惨事後のセミナーである。しか
し，FBIの惨事ストレス対策プログラムの実施に関
する研究論文は見当たらず，その効果については不
明である。
な お，Patterson, Chung, & Swan（2014） は，

1984年から2008年までに公刊された，警察官を対象
としたストレス・マネージメントに関する12件の研
究のメタ分析を行った。ストレス・マネージメント
の方法は，グループ・ミーティング（デブリーフィ
ング），心理教育，ストレス接種訓練，漸進的筋弛
緩法，EMDR（眼球運動による脱感作と再処理法）
であった。分析の結果，一貫して効果的な方法は見
出されなかったとまとめている。

₇ ．ま と め

警察官の惨事ストレスに関する先行研究及び警察
官の惨事ストレスに関連する研究を概観した結果，
以下の点が明らかになった。
第一に，警察官の惨事ストレスに関する研究で

は，米国同時多発テロを始めとした事件や災害等の
対策業務に従事した警察官の PTSD有病率や PTSD
症状に影響を及ぼす要因の検討がなされていた。諸
外国の警察官の惨事ストレスの発生率は 5％から
28％まで見られたが，概して10％程度であった。警
察官の惨事ストレスに影響を及ぼす要因として，強
い外傷的出来事への曝露体験，仲間の殉職，ソー
シャル・サポートの乏しさ等が明らかにされてい
た。一方，警察官の惨事ストレスを緩和する要因と
して，外傷的出来事に曝露した直後の家族や同僚，
上司等からのソーシャル・サポート，職場における
外傷体験の話しやすさ，精神的回復力等が見られ
た。これらを測定する指標として，ソーシャル・サ
ポート尺度，コナー・デビッドソン回復力尺度など
が使用されていた。
第二に，米国同時多発テロ事件の対策業務に従事
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した警察官を対象とした惨事ストレス研究における
追跡調査の結果から，警察官の PTSD有病率は事
件後から 9年まで年々増加していた。したがって，
警察官の惨事ストレスは，時間の経過とともに自然
回復しないことが明らかになった。
第三に，日本の警察官の惨事ストレスに関する実
証研究は，検索した結果，藤代（2013），大澤・加
藤（2012），田口（2013）のみであった。したがって，
日本における警察官の惨事ストレスに関する実証研
究は，ほぼなされていないことが明らかになった。
惨事ストレスの指標として，PTSDの症状の測定で
は IES-Rが使用されていた。その他の症状の測定
として，精神健康度を測定する GHQ-12，不安・抑
うつ症状を測定する K10や K6が使用されていた。
第四に，警察官の惨事ストレスへの組織的な対策
に関する研究については，Carlier et al.（2000）に
よるグループ・ミーティング（デブリーフィング）
の効果研究，Arnetz et al.（2009）による惨事スト
レスの予防教育に関する実験研究以外は見られな
かった。したがって，諸外国においても，警察官の
惨事ストレスへの組織的な対策に関する研究はほと
んど行われていなかった。

₈ ．今後の課題

警察官の惨事ストレスに関する研究では，米国同
時多発テロ事件の救援活動に従事した警察官を対象
にした調査研究や，過去の外傷的体験を想起させて
の質問紙法による調査研究が諸外国では多く実施さ
れていた。しかし，数多く発生している大規模自然
災害や死傷者多数事案の救援活動に従事した警察官
の惨事ストレスについて，必ずしも多くないことが
明らかになった。したがって，それぞれの災害や事
案ごとに従事した警察官の惨事ストレス調査を実施
し，警察官の惨事ストレスの実態を明らかにする研
究の蓄積が求められる。さらに，惨事ストレスの予
防として，組織的な惨事ストレス対策の有効な方略
に関する研究がほとんどなされていなかったため，
惨事ストレスに関する事前の研修効果に関する研究
が求められる。
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